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東日本大震災の影響について 

 

平成 23 年 3 月 11 日に発生いたしました東日本大震災に際し、犠牲となられた方々のご冥福を  

お祈りするとともに、被害に遭われた地域と皆さま方に謹んでお見舞い申し上げます。 

この度の大震災による平成23年 5月 13日時点の当行の被害状況等は下記のとおりとなりました。 

 

記 

１．人的被害の状況 

（１）当行職員の人的被害につきましては、女川支店（宮城県女川町）所属のパートナー職員

1 名の安否が依然として確認できておりません。 

（２）現在、ご家族と連絡を取りながら、全力を挙げて捜索活動を進めております。 

 

２．店舗等の被害の状況 

（１）大津波により沿岸部の 5 店舗（気仙沼支店、歌津支店、志津川支店、雄勝支店、女川支

店）及び店舗外ＡＴＭ9 ヵ所が全壊となったほか、宮城野支店が地震被害により解体・

移転することになりました。このほかにも多数の店舗等において浸水被害や損壊被害が

発生し、修繕・補修工事が必要となりました。 

（２）大震災の直後は、71 店舗中最多で 21 店舗が一時的に営業休止を余儀なくされましたが、

店舗等の復旧、近隣店舗内や仮設店舗への移転などにより順次営業を再開し、現在、  

2 店舗（気仙沼支店、高清水出張所）が営業を休止しております。 

（３）大震災にともなう店舗等の固定資産処分・減損等の関連損失につきましては、2 億 55 百

万円を計上しました。 

 

３．追加与信費用の状況 

（１）大震災により、多くの融資取引先について、連絡がとれない、あるいはその実態把握や

担保物件の確認等が一時的に困難な状況となっております。 

（２）このため、そのような融資取引先や担保物件については、期末日までに把握している  

情報に基づき自己査定を行うとともに、地域の被害状況等に応じて一定の修正を加えた

うえで予想損失率を算定し、貸倒引当金を 28 億 98 百万円追加繰入いたしました。 

 

 

【表】大震災の影響による損失内訳（特別損失計上）                （単位：百万円） 

 損失額 要 因 等 

大震災の影響による損失 3,154  

 うち貸倒引当金繰入額 2,898  

  うち一般貸倒引当金繰入額 2,755 地域の被害状況に応じて予想損失率を加算・算定 

  うち個別貸倒引当金繰入額 143 大震災による債務者ランクダウン、担保評価減額 

 うち固定資産関連損失 255  

  うち固定資産処分損 161 被災店舗建物・備品、店舗外ＡＴＭ等の除却処分 

  うち減損損失 94 被災店舗土地等の減損処理 

 

 

 

上記を踏まえた平成 23 年 3 月期決算について、次ページ以降でご説明いたします。 
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業績のハイライト －平成 23 年 3 月期決算（個別）について－ 

 

１．損益の状況 

 

 【表１－１】損益状況                                                      （単位：百万円、％） 

○ 経常収益は、貸出金利息や有価証券利息配当金が減少したことなどから、前年同期比 10 億円減少の

156億円（増減率△6.3％）となりました。 

○ 銀行の本業の収益力を表すコア業務純益は、資金利益の減少や金融派生商品（金利仕組みローン等）

の改善幅が縮小したことなどから、前年同期比7億円減少の16億円（増減率△29.7％）となりました。 

○ 有価証券は、株式市場の低迷などの影響により、保有有価証券のうち、取得価格に比べて時価が著し

く下落した有価証券について、24億円の減損処理を実施しました。 

○ 貸倒償却引当費用（一般貸倒引当金繰入額＋不良債権処理額）は、前年同期比2億円減少の5億円と

なりました。なお、特別損失に震災の影響による貸倒引当金を28億円追加繰入しており、これを含め

た場合の貸倒償却引当費用は、前年同期比26億円増加の34億円となります。 

○ 経常損益は、コア業務純益の減少及び有価証券の減損処理額の増加などから、前年同期比32億29百

万円減少し、16億21百万円の損失となりました。 

○ 当期純損益は、経常損失16億円に加えて、東日本大震災に係る特別損失31億54百万円（固定資産関

連損失及び貸倒引当金繰入額）を計上したほか、繰延税金資産の取崩額を含む法人税等調整額19億円

を計上したことから、前年同期比78億22百万円減少し、68億29百万円の損失となりました。 

 
 22年3月期 23年3月期 

前年同期比 増減率 

経 常 収 益  16,727 15,658 △1,069 △6.3 
業 務 粗 利 益  13,034 10,571 △2,463 △18.8 

資金利益  11,800 11,373 △427 △3.6 

役務取引等利益  697 782 85 12.1  

その他業務利益      536 △1,584 △2,120 － 

  うち国債等債券損益 (注1) 111 △1,701 △1,812 － 

  うち金融派生商品損益 (注2) 429 115 △314 △73.1 

経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ）  10,531 10,592 61 0.5 

うち人件費  4,835 4,950 115 2.3 
 

うち物件費  5,105 5,111 6 0.1 
業 務 純 益 （ 一 般 貸 倒 繰 入 前 ） 
( △は業務純損失 ( 一般貸倒繰入前 ) )  2,502 △21 △2,523 － 
 コア業務純益      (注3) 2,391 1,679 △712 △29.7 

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ①  △284 △271 13 － 
業務純益(△は業務純損失)  2,786 249 △2,537 △91.0 
臨 時 損 益  △1,178 △1,870 △692 － 

うち株式等関係損益   (注1) 40 △811 △851 － 

うち不良債権処理額        ②  1,073 853 △220 △20.5 
うち貸出金償却  311 13 △298 △95.7 
うち個別貸倒引当金繰入額  762 832 70 9.2  

うち債権売却損  － 7 7 － 

 

（貸倒償却引当費用）    ①＋②  （789) (582) (△207) (△26.2) 

経 常 利 益 ( △ は 経 常 損 失 )  1,608 △1,621 △3,229 － 
特 別 損 益  28 △3,213 △3,241 － 
 うち震災の影響による損失額 (注4) － 3,154 3,154 － 

  うち貸倒引当金繰入額   ③   － 2,898 2,898 － 

  (③を含めた貸倒償却引当費用)  (789) (3,480) (2,691) (340.8) 

  うち固定資産関連損失  － 255 255 － 

法 人 税 等 調 整 額  588 1,969 1,381 234.4 

当期純利益(△は当期純損失)  993 △6,829 △7,822 － 
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【表１－２】有価証券の減損処理額                                     （単位：百万円） 

 
 22年3月期 23年3月期 

前年同期比 
計上区分 

債 券 － 1,358 1,358 国債等債券損益 

投 資 信 託 43 289 246 国債等債券損益 

株 式 41 811 770 株式等関係損益 

合  計 85 2,458 2,373  

 

【表１－３】 国債等債券損益                                     （単位：百万円） 

 
 22年3月期 23年3月期 

前年同期比 

国 債 等 債 券 損 益 111 △1,701 △1,812 
売 却 益 198 398 200 

償 還 益 － － － 
売 却 損 － 82 82 

償 還 損 43 369 326 

 

償 却 43 1,647 1,604 

（注）表中の「償却」1,647百万円に、【表１－２】に記載した債券に係る減損処理額1,358百万円と投資 

信託に係る減損処理額289百万円を計上しています。 

 

【表１－４】株式等関係損益                                     （単位：百万円） 

 
 22年3月期 23年3月期 

前年同期比 

株 式 等 関 係 損 益      40 △811 △851 
売 却 益 96 36 △60 

売 却 損 12 28 16  

償 却 42 819 777 

（注）表中の「償却」819百万円に、【表１－２】に記載した株式に係る減損処理額811百万円を計上して 

います。 

 

（注1） 有価証券の減損処理額2,458百万円の内訳は、【表１－２】に記載のとおりです。 

このうち、債券に係る減損処理額1,358百万円および投資信託に係る減損処理額289百万円は、国債

等債券損益に計上しております。国債等債券損益の内訳は、【表１－３】のとおりです。 

また、株式に係る減損処理額811百万円は、株式等関係損益に計上しております。株式等関係損益の

内訳は、【表１－４】のとおりです。 

（注2） デリバティブを組み込んだ仕組みローンの一部を23年3月末に時価評価し、22年3月末からの評価

差額などを金融派生商品損益に計上しております。 

（注3） 「コア業務純益」とは貸出・預金・為替等の銀行の本業による利益を表し、貸倒引当金の繰入れ、   

貸出金・株式等の償却、国債等債券損益等を加味しない利益です。 

（注4） 東日本大震災に係る特別損失の内訳は、1ページのとおりです。 
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２．自己資本比率の状況 

 

 

○ 

 

単体自己資本比率は、22 年 3 月末比 1.85 ポイント低下の 7.00％となりました。また、連結自己資本   

比率は、22年3月末比1.83ポイント低下の6.73％となりました。 

 

 

    【表２】自己資本比率（国内基準）                                               （単位：％） 

  22年3月末 22年9月末 23年3月末 
22年3月末比 22年9月末比 

自 己 資 本 比 率（単体） 8.85 8.00 7.00 △1.85 △1.00 

      （連結） 8.56 7.71 6.73 △1.83 △0.98 

 

 

 

 

【図１】自己資本比率の推移（単位：％）         
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（注1） 23年3月末の計数は速報値です。 

（注2） 自己資本比率は、平成20年金融庁告示第79号に基づく特例に従い算出しております。 

 （説明） 

 ・ 当行の自己資本比率は、国内基準が適用されており、連結・単体ともに国内基準である 

４％を上回っています。 
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３．貸出金・預金・預かり資産・有価証券の状況 

 

(１) 貸出金の状況 

 

○ 貸出金残高（末残）は、地方公共団体向け貸出や大企業向けの政策融資等を中心に前年同月比235億

円減少し、4,894億円（増減率△4.5％）となりました。 

○ 中小企業向け貸出は、営業担当者の増員やエリア営業体制の導入などの営業力の強化に取り組み、 

前年同月比9億円増加の1,997億円（増減率0.4％）となりました。 

○ 消費者ローンは、無担保ローンの借入需要の低迷などにより、前年同月比12億円減少の1,390 億円

（増減率△0.9％）となりました。 

○ 地方公共団体向け貸出は、前年同月比101億円減少の950億円（増減率△9.6％）となりました。 

 
 

【表３】貸出金の残高                                                      （単位：百万円、％） 

    
 22年3月末 23年3月末 

前年同月比 増減率 

貸 出 金 （ 末 残 ） 512,957 489,444 △23,513 △4.5 

うち中小企業向け貸出 198,855 199,778 923 0.4 

うち消費者ローン 140,309 139,039 △1,270 △0.9 

 うち住宅ローン 126,503 126,420 △83 △0.0 

うち地方公共団体向け貸出 105,223 95,039 △10,184 △9.6 

 

 

【図２】貸出金の残高推移（単位：億円） 
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 （説明） 

 ・ 中小企業向け貸出残高は、営業担当者の増員など営業力の強化に取り組み、残高が増加しま

した。 
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（２）預金（譲渡性預金を含む）の状況 

 

○ 預金残高（末残）は、前年同月比103億円増加の7,681億円（増減率1.3％）となりました。 

○ 個人預金は、前年同月比10億円増加の5,792億円（増減率0.1％）となりました。 

○ 法人預金は、前年同月比22億円増加の1,167億円（増減率1.9％）となりました。 

○ 公金預金は、前年同月比71億円増加の700億円（増減率11.3％）となりました。 

 

 

【表４】預金（譲渡性預金含む）の残高                                       （単位：百万円､％） 

 
 22年3月末 23年3月末 

前年同月比 増減率 

預金（譲渡性預金含む）（末残） 757,820 768,162 10,342 1.3 

 うち個人預金 578,205 579,296 1,091 0.1 

 うち法人預金 114,549 116,759 2,210 1.9 

 うち公金預金 62,969 70,089 7,120 11.3 

 

 

 

【図３】預金（譲渡性預金含む）の残高推移（単位：億円）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （説明） 

 ・ 預金残高は、公金預金を中心に堅調に推移しました。 
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（３）預かり資産の状況 

 

○ 預かり資産残高（末残）は、前年同月比47億円増加の437億円（増減率12.2％）となりました。 

○ 公共債は、前年同月比18億円減少の216億円（増減率△7.8％）となりました。 

○ 投資信託は、株式市場の低迷により基準価格が低下したことなどから、前年同月比 1 億円減少の

101億円（増減率△1.4％）となりました。 

〇 生命保険は、資産運用サポートチームを新設するなど営業力を強化したことなどから、前年同月比

67億円増加の119億円（増減率131.5％）となりました。 

 

 

【表５】預かり資産の残高                                                  （単位：百万円､％） 

 
 22年3月末 23年3月末 

前年同月比 増減率 

預かり資産（末残） 38,949 43,726 4,777 12.2 

 うち公共債 23,526 21,690 △1,836 △7.8 

 うち投資信託 10,279 10,125 △154 △1.4 

 うち生命保険 5,144 11,911 6,767 131.5 

  うち個人年金保険 3,892 8,143 4,251 109.2 

  うち一時払終身保険 1,251 3,715 2,464 196.9 

（注）生命保険残高は、成約累計残高としており、解約分は考慮しておりません。 

 

  

【図４】預かり資産の残高推移（単位：億円）    
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 （説明） 

 ・ 生命保険は、営業力の強化により残高が増加しました。 
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（４）有価証券の状況 

 

○ 有価証券の残高は、前年同月比132億円増加の2,314億円（増減率6.0％）となりました。 

○ その他有価証券の評価損益は、一部保有株式の評価損が拡大したことなどから、前年同月比17億円

減少し、△15億円となりました。 

    

 【表６－１】有価証券の残高                                           （単位：百万円、％） 
 

 22年3月末 23年3月末 
前年同月比 増減率 

有 価 証 券 218,262 231,497 13,235 6.0 

国 債 63,292 55,037 △8,255 △13.0 

地 方 債 26,047 49,443 23,396 89.8 

社 債 85,071 91,986 6,915 8.1 

株 式 11,526 9,155 △2,371 △20.5 

 

そ の 他 の 証 券 32,324 25,872 △6,452 △19.9 

 

【表６－２】その他有価証券の評価損益                              （単位：百万円） 
 

 22年3月末 23年3月末 
前年同月比 

そ の 他 有 価 証 券 228 △1,517 △1,745 

株 式 △1,752 △3,117 △1,365 

債 券 3,016 2,404 △612  

そ の 他 △1,035 △804 231 

 

 

 

 

＜参考＞ 満期保有目的の債券の評価損益                         （単位：百万円） 
 

 22年3月末 23年3月末 
前年同月比 

満期保有目的の債券 △3,660 △3,638 22 

   

 

 

 

【図５】有価証券の残高及びその他有価証券の評価損益の推移（単位：億円）  
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（注） 債券のうち、変動利付国債は、「金融資産の時価の算定に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会 

実務対応報告第25号 平成20年10月28日）を踏まえ、合理的な見積りに基づき算定された価額により

評価しております。 

（注） 当行は、満期保有目的の債券のうち市場価格がない私募の外国証券について、外部機関が合理的に算出

した価額を取得し、当該価額を時価として評価しております。 

なお、満期保有目的の債券の評価損（36億円）は貸借対照表・損益計算書に影響ございません。 

21/3末 22/3末 23/3末 
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 ４．金融再生法開示債権・リスク管理債権の状況 

 

（１）東日本大震災への対応 

 

○ 

 

大震災の影響により、多くの融資取引先について、連絡がとれない、あるいはその実態把握や担保  

物件の確認等が一時的に困難な状況となっております。 

○ 

 

このため、そのような融資取引先や担保物件については、期末日までに把握している情報に基づき  

自己査定を行うとともに、地域の被害状況等に応じて一定の修正を加えたうえで予想損失率を算定し、

貸倒引当金を追加計上しております。 

○ また、金融再生法開示債権残高及びリスク管理債権についても、同様の考え方に基づき集計を行って

おります。 

 

（２）金融再生法開示債権の残高 

 

○ 

 

金融再生法開示債権の残高（要管理債権以下の合計額）は、前年同月比23億円減少の193億円となり

ました。 

 

  【表７】金融再生法開示債権の残高                                            （単位：百万円） 

 
 22年3月末 22年9月末 23年3月末 

22年3月末比 22年9月末比 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 6,201 6,146 6,128 △73 △18 

危 険 債 権 13,357 13,869 12,905 △452 △964 

要 管 理 債 権 2,128 442 268 △1,860 △174 

小    計（Ａ） 21,687 20,458 19,301 △2,386 △1,157 

正 常 債 権 495,640 492,629 473,951 △21,689 △18,678 

要注意先のうち要管理債権以外 76,629 79,606 83,115 6,486 3,509 
 

上   記    以   外 419,011 413,022 390,836 △28,175 △22,186 

合    計（B） 517,328 513,087 493,253 △24,075 △19,834 

  （単位：％） 

（ A／B ） 4.19 3.98 3.91 △0.28 △0.07 

 

 

（３）金融再生法開示債権の保全状況 

 

○ 

 

金融再生法開示債権の保全については、担保保証等のほか、貸倒引当金を計上しております。 

     

【表８】金融再生法開示債権の保全状況（23 年 3 月末）                          （単位：百万円､％） 

債 権 額 保 全 額  保 全 率 
 

（A） （B） 担保保証等 貸倒引当金 （B／A） 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 6,128 6,128 4,450 1,678 100.0 

危 険 債 権 12,905 12,560 11,158 1,402 97.3 

要 管 理 債 権 268 172 139 33 64.2 

合 計 19,301 18,860 15,747 3,113 97.7 
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＜参考＞ 22 年 3 月末                                                （単位：百万円､％）   

債 権 額 保 全 額  保 全 率 
 

（C） （D） 担保保証等 貸倒引当金 （D／C） 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 6,201 6,201 4,970 1,230 100.0 

危 険 債 権 13,357 12,974 11,697 1,277 97.1 

要 管 理 債 権 2,128 1,556 1,235 321 73.1 

合 計 21,687 20,732 17,904 2,828 95.5 

 

 

（４）リスク管理債権の状況 

○ リスク管理債権額は、前年同月比23億円減少の191億円となりました。 

○ 

 

リスク管理債権額が貸出金残高（末残）に占める割合は、3.91％であり、22年3月末比0.27ポイ

ント低下しました。 

 

【表９】 リスク管理債権の状況                                              （単位：百万円） 

 
 22年3月末 22年9月末 23年3月末 

22年3月末比 22年9月末比 

破 綻 先 債 権 額 1,342 1,166 1,237 △105 71 

延 滞 債 権 額 18,007 18,642 17,656 △351 △986 

３カ月以上延滞債権額 479 336 140 △339 △196 

貸出条件緩和債権額 1,648 105 127 △1,521 22 

       合   計     (A) 21,478 20,251 19,162 △2,316 △1,089 

    （単位：百万円、％） 

貸出金残高（末残） （B） 512,957 508,888 489,444 △23,513 △19,444 

      （ A／B ） 4.18 3.97 3.91 △0.27 △0.06 

   

   ＜参考＞ 連結ベース                                                       （単位：百万円） 

 
 22年3月末 22年9月末 23年3月末 

22年3月末比 22年9月末比 

破 綻 先 債 権 額 1,342 1,166 1,237 △105 71 

延 滞 債 権 額 18,119 18,741 17,766 △353 △975 

３カ月以上延滞債権額 479 336 140 △339 △196 

貸出条件緩和債権額 1,688 148 162 △1,526 14 

合   計    （C） 21,630 20,393 19,306 △2,324 △1,087 

    （単位：百万円、％） 

貸出金残高（末残） （D） 510,440 506,351 487,018 △23,422 △19,333 

 （ C／D ） 4.23 4.02 3.96 △0.27 △0.06 

 

 

 

（注1） 
 
 
 
（注2） 
 
（注3） 

危険債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証等による回収可能見込額を控除した額に、過去の
貸倒実績率に基づく今後3年間の予想損失率を乗じ、個別貸倒引当金に計上しております。なお、債権額から担保
の処分可能見込額及び保証等による回収可能見込額を控除した額が一定額以上の危険債権については、個々の債権
ごとに残存期間を算定し、残存期間に対応する予想損失額を見積り、個別貸倒引当金に計上しております。 
要管理債権については、過去の貸倒実績率に基づく予想損失率より今後3年間の予想損失額を算定し、一般貸倒引
当金に計上しております。 
23 年 3 月末については、東日本大震災の影響を踏まえ、地域の被害状況等に応じて一定の修正を加えたうえで  
予想損失率を算定し、貸倒引当金を追加計上しております。 
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（５）自己査定の債務者区分に基づく債権、金融再生法開示債権及びリスク管理債権の関係 

 

○ 自己査定の債務者区分に基づく債権と金融再生法開示債権及びリスク管理債権の3つについては、債権の

対象範囲や分類方法がそれぞれ異なっていますが、それぞれの対比を表すと概ね下表のようになります。 
 

【表10】自己査定の債務者区分に基づく債権と金融再生法開示債権及びリスク管理債権の関係（23 年3 月末）（単位：億円） 

自己査定   

   
分類区分 

 

債務者区分 

非 分 類 Ⅱ 分 類 Ⅲ 分 類 Ⅳ 分 類 引 当 率 

 金融再生法開示債権 
 

リスク管理債権 

破 綻 先 

12 
1 3 0 7 100.000%  

 
破綻先債権 

12 

実 質 破 綻 先 

48 
18 21 3 6 100.000%  

破産更生債権及び 

これらに準ずる債権 

61 
 

破 綻 懸 念 先 

129 
91 19 17  80.267%  

危 険 債 権 

129 

 

延滞債権 

176 

３カ月以上延滞債権 

1 
要 管 理 債 権 

2 

 

貸出条件緩和債権 

1 

要管理先 

3 
1 2   12.812%  

 合 計 

191 
要

注

意

先 

要管理先 

以外の 

要注意先 

828 

367 460   3.292%  

正 常 先 

3,897 
3,897    0.326% 

 

（小 計 193） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

正 常 債 権 
 

4,739 

合  計 

4,919 
4,377 508 20 13   

合   計 

4,932 
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 ５．経営指標 

 

○ 

 

経営指標は、大震災の影響や有価証券の減損処理にともない、業務粗利益、業務純益、当期純利益が

大幅に減少したことから、前年同期比でＲＯＥ・ＲＯＡは低下、ＯＨＲは上昇しました。 

○ なお、参考として、有価証券の減損処理による影響を除いた場合の経営指標は、下表のとおりとなり

ます。 

 

【表１１】 経営指標（個別）                                        （単位：％） 

 
 22年3月期 23年3月期 

前年同期比 

ＲＯＥ（資本当期利益率） 4.55 △32.22 △36.77 

ＲＯＡ（総資産業務純益率） 0.35 0.03 △0.32 

ＯＨＲ（業務粗利益経費率） 80.80 100.20 19.40 

 

＜参考＞ 有価証券の減損処理額を除いた場合の経営指標（個別）         （単位：％） 

 
 22年3月期 23年3月期 

前年同期比 

ＯＨＲ（業務粗利益経費率） 80.52 86.69 6.17 

 
 
 
 
 

 ６．配 当 

 

○ 

 

この度の大震災の影響により、宮城県においては甚大な被害がもたらされ、当行でも貸倒償却引当  

費用や固定資産関連損失が増加し、23年3月期は赤字決算となりました。 

○ 

 

この状況下において、今後、充分な金融仲介機能を提供し、復興に向けた積極的な取り組みを万全な

態勢で果たすことが、地域金融機関である当行の責務であると考えており、現時点においては、内部

留保を充実させることが、当行にとっての最優先課題であると判断し、誠に遺憾ではございますが、

23年3月期の期末配当を無配とさせていただきます。（年間配当も無配となります。） 

 

 

 

 ７．平成24年3月期 業績予想および配当予想 

 

○ 

 

24 年 3 月期の業績予想につきましては、大震災による今後の宮城県経済および当行業績への影響が  

不透明な状況であることなどから、現段階では未定とさせていただきます。 

○ 

 

配当につきましては、従来どおり、中間配当を期末配当に一本化させていただくことといたします。

なお、期末配当につきましては、業績予想と同様の理由により、現時点では未定とさせていただき  

ます。 

 

 

以 上                                  


